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第１ 行政改革アクションプラン 
 

 

１ 計画策定の目的 

 

本市では、限られた行政資源を最大限に活用し、徹底した行政改革を推進するため旭

市行政改革アクションプランを策定し、継続して行政改革に取り組んでいます。定員適

正化計画に基づく人件費の削減、事務事業の継続的な見直しや公共施設の統廃合により

経費の抑制に努め、安定的な歳入確保のため、市税等の収納率向上に取り組み、効率的

で効果的な行財政運営の推進に一定の効果を上げてきています。 

しかしながら、少子高齢化が長期的に続いており、このまま進展すれば、人口減少に

よる税収の減少や労働力不足が生じ、経済規模が縮小することで市の財政は更に厳しく

なることが予想されます。また、近年多発する大規模地震や台風といった自然災害への

対策がより一層必要になるなど、様々な課題に対応していかなければなりません。 

これらに対応していくためには、市民サービス向上・業務効率化に効果的なデジタル

技術の活用が不可欠であり、また、デジタル技術の活用による社会の変革は極めて重要

な課題となっていることから、行政のＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を推

進するなど、限られた行政資源を最大限に活用するために「第５次旭市行政改革アクシ

ョンプラン」を策定し、引き続き積極的に行政改革に取り組んでいきます。 
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２ 基本方針 

 

市の最上位計画である「第３期旭市総合戦略」と連携し、実効性のある行政改革を推進するた

め、次に掲げる４つの重点戦略（総合戦略基本施策32～施策 35）を柱として、具体的な取組目標

や実施計画、目標効果等を設定し、着実な実行を目指します。これまでのプランで課題を残して

いるものや、改善の余地があるものについては引き続き取組を進め、併せて新たな課題について

も積極的に取り組んでいきます。 

将来にわたって健全な財政運営を持続し、多様化するニーズに対応した質の高い住民サービス

を提供することを目的として、職員一人ひとりの意識を高め、行政改革の取組を進めていくもの

とします。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【計画体系】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

実行すべき重点戦略 

 

 
旭市国土強靱化地域計画

旭市行政改革アクションプラン

人と組織の

育成戦略 

自立のため

の財政戦略

資産マネジ

メント戦略

進行管理マ

ネジメント

旭 市 総 合 戦 略 

DX 推進に

関する計画 
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（行政改革推進項目体系） 

 第１ 人と組織の育成戦略 （基本施策３２） 

   「質の高い公共サービスの実現に向けた組織力・職員力の強化」 

   １ 効率的・効果的な行政経営  

 

 

  市民サービスの向上 

   行政事務の見直しと効率化 

   組織体制の強化 

   ２ 適正な定員管理と人材育成の推進  

 
 

  適正な定員管理 

   人材育成の推進 

   ３ 市民に開かれた行政運営の推進  

 
 

  市民参画の推進 

   市政情報の積極的な提供 

 第２ 自立のための財政戦略 （基本施策３３） 

   「持続可能な財政基盤の強靭化」 

  

 １ 自主財源の確保  

 
  市債権の収入の確保 

  自主財源の拡大 

 ２ 受益者負担の適正化  

 ３ 持続可能な財政運営  

 ４ 公営企業会計及び特別会計の健全運営  

 第３ 資産マネジメント戦略 （基本施策３４） 

   「長期的視点に立った公共資産の活用」 

  

 １ 推進体制の強化 

 ２ 保有資産の最適化  

 
  施設総量の最適化と施設機能の再配置 

  予防保全と長寿命化の推進 

 ３ 効率的資産運営  

 
  施設運営方法の見直し 

  資産の有効活用 

 第４ 進行管理マネジメント （基本施策３５）  

  

 １ 安定した歳入の確保 

 ２ 経費の節減・合理化 

 ３ 財政指標等の目標値 
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３ 計画の推進期間 

 

第５次旭市行政改革アクションプランの推進期間は、令和７年度から令和１１年度までの５年

間とします。 

ただし、本市を取り巻く環境の変化や新たな制度改革など、社会情勢の変化に的確に対応する

ため、必要に応じて計画項目の再検証を行うものとします。 

また、長期にわたる目標を定めることが適当と考えられる項目等については、５年間を超える

計画又は目標を設定することとします。 
 
 
 

４ 計画の推進体制 

 

（１） 実行する意思 

職員一人ひとりがコスト意識を持って創意工夫を行うなど、全庁的な意識改革をさらに進め、

行政改革推進本部長を中心に全職員が一丸となって行政改革に取り組みます。 
 
 

（２） 推進体制 

① 進行管理 

行政改革アクションプランは、取組状況を年度毎に振り返り、ＰＤＣＡサイクル（計画→実

行→評価→見直し）による進行管理を行いながら取り組みを推進します。 
 

② 市民の関わり 

進行状況については、毎年度、市広報紙やホームページ等を通じ、市民へわかりやすく公表

し、意見等の収集と反映に努めます。 
 

③ 行政改革推進委員会の関わり 

行政改革の推進にあたり、幅広い意見を求めるため、公募等の市民からなる行政改革推進委

員会を設置し、取り組みに対する提言や、外部評価等による意見を反映させていきます。 
 

④ 議会の関わり 

進行状況は、毎年度、議会へ報告し、意見等を今後の行政改革に反映していきます。 

議会では、議会だよりのほか、本会議のインターネット中継やホームページへの会議録掲載

など、積極的な情報提供に努めています。 

今後も更なる改革に向けて検討し、市民の声を反映させることができる開かれた議会の実現

を目指すこととしています。 
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持続可能で安定的な行政経営 

 

⑤ 庁内の体制 

時代に即した合理的かつ効率的な行政を実現するため、庁内組織が一体となって総合的かつ

積極的に推進することを目的として、行政改革推進本部を設置し、行政改革アクションプラン

を着実に実行していきます。 
 
 

【推進体制】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 告 
意見 

指摘 

公表 

行政改革推進委員公募 

意見・要望など 

行政改革推進委員参画 

 議 会  

行政改革推進本部 
 

本部長  市 長 

副本部長 副市長 

本部員  教育長 

各課等の長 

消防長 
 
〇アクションプランの 

策定と進行管理 

 

所管課 
・計画の立案 

・検討及び調整 

・計画の実行 

・自己評価 

 

行 

政 

改 

革 

推 

進 

委 

員 

会 
 

計画（PLAN） 

 

・年度計画の修正 

・数値目標の再設定 

・新規アクションプランの策定 

 

報

告 

指

示 

アクションプラン 

評価（CHECK） 

 

         

       

・目標の確認             ・進捗への意見 

・進行管理               ・内部評価への指摘 

 

内部評価 外部評価 

庁内推進体制 

・
調
査
及
び
検
討 

・
推
進
に
つ
い
て
提
言 

見直し（ACTION） 

・取組内容の見直し 

・計画への反映 

 

実行（DO） 

・取り組みの実施 



8 

 

 

第２ 実行すべき重点戦略 
 
 

施策 32 人と組織の育成戦略 

 

 

 

  

 

 この施策の目指す姿 
質の高い公共サービスの実現に向けた組織力・職員力の強化を図ります。 

 

 現況と課題   
 

大きく変化する社会情勢の中、多様化・高度化する市民ニーズにも迅速かつ的確に応える必要が

あります。個々の職員の能力向上と意識改革を推進し、新たな行政課題にも柔軟に対応できる効率

的・効果的な組織体制を構築することで、市民の視点に立った質の高い公共サービスの実現を目指

します。また、市民に対し積極的に情報提供を行い、市民と行政の情報共有に努めます。 
 

 施策の展開    アクションプラン取組項目№１～№２１ 
 

①：効率的・効果的な行政経営 

○ 多様な市民ニーズに対応するため、適切な組織・機構の再編を検討するとともに、新たな行

政課題にも的確に対応できる組織の横断的な体制を目指し、行政運営の効率化を推進します。 

○ 行政のデジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）を計画的に実行するなど、市役所のデジ

タル化、市役所改革など市民の利便性の向上や事務の効率化を図ります。 

○ 行政評価等により事務事業の点検を実施し、ＰＤＣＡに基づく改善・見直しを進め、市民ニ

ーズや費用対効果を考慮した事業の最適化を図ります。 
 

②：適正な定員管理と人材育成の推進 

○ 職員数については、定員管理基本方針に基づき効率的な職員配置を行い、適正な定員管理に

努めます。 

○ 限られた人材を有効に活用するため、多様化する市民ニーズに対応できる人材育成の充実と

強化を図るとともに、職員個々の執行能力や実績を適正に評価することで、職員の意欲を高

め、業務の効率化及び市民サービスの向上につなげていきます。 
 

③：市民に開かれた行政運営の推進 

○ 市民参加の機会を確保しながら広く市民の声を聞くとともに、ホームページや広報紙などに

より積極的に情報を提供することで行政情報の共有を図り、透明性のある行政運営を推進し

ます。 
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施策 33 自立のための財政戦略 

 

 

 

 

 

  この施策の目指す姿 
 持続可能な財政基盤の強化を図ります。 

 

 現況と課題 

将来予想される厳しい財政状況下においても、市民サービスを低下させることのないしなやか

な財政構造を確立し、財政基盤を強化することが重要となります。市政運営の根幹である市税等

の自主財源の安定的な確保を図るとともに、経費の節減や事務の効率化により歳出の抑制に努め

る等、健全な財政運営を行っていく必要があります。 

特別会計、公営企業会計においては、事業内容や運営体制の見直しによるコスト削減を推進し、

中長期的展望に立った経営安定のための健全化に取り組みます。 
 

 施策の展開     アクションプラン取組項目№２２～№３４ 
 

①：自主財源の確保 

○ 市債権については、市政運営における貴重な財源確保と公平性の観点から、法的措置を含む

徹底した収納業務を進め、収納率の維持・向上に努めます。 

○ 将来に備え積み立てた基金を、安全かつ確実・有利な方法で計画的に運用します。 

○ ふるさと応援寄附の推進により自主財源の拡大に努めます。 

○ 未利用市有財産の売却処分を進め、管理経費の節減と財源の確保を図ります。 
 

②：受益者負担の適正化 

○ 公平性、公正性の観点から、サービスの質や量とトータルコスト等を考慮して、それに見合

う適正な受益者負担となるよう、定期的に使用料等の見直しを行います。 
 

③：持続可能な財政運営 

○ 限りある財源を有効に活用するため、事業の必要性と効果を検証し、経費の節減と予算の厳

正な執行に努め、財政の健全化を図ります。 

○ 財政指標等を分析・活用しながら、効率的かつ効果的で持続可能な行財政運営を推進します。 
 

 

④：公営企業会計及び特別会計の健全運営 

○ 各会計が継続的に安定した事業運営ができるよう、財政健全化に向けた取り組みを推進し、

事業内容や運営体制の見直しを計画的に実施していきます。 
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施策 34 資産マネジメント戦略 

 

 

 

 

 

 この施策の目指す姿 
 長期的視点に立った公共資産の有効活用を推進します。 

 

 現況と課題 
 

市がこれまで整備してきた公共施設は老朽化が進行し、今後大規模な改修や建て替えが必要に

なります。また、人口減少・少子高齢化の進展や今後の厳しい財政状況といった現状を踏まえ、

合併時に引き継いだ多くの類似施設の統廃合を進め、長期的な視点をもって予防保全や長寿命化

に取り組み、効率的・効果的な資産運営を推進する必要があります。 

時代に即したまちづくりを推進するため、資産の良好な質を確保しつつ、最適な量と配置の実

現を目指し、適切な資産マネジメントを行います。 
 

 施策の展開     アクションプラン取組項目№３５～№４５ 
 

①：推進体制の強化 

○ 公共施設等の全体像を把握し、更新・統廃合・長寿命化等による公共施設の最適な配置の実

現に向けて、公共施設等総合管理計画及び個別施設計画に基づき着実に実行します。 

○ 統括会議等を開催し、全庁的な取組体制を構築するとともに、経営的な視点から戦略的にマ

ネジメントを行い、将来負担の軽減や財産管理の適正化を推進します。 
 

②：保有資産の最適化 

○ 将来的な保有コストや人口動態を把握し、施設総量の最適化と施設機能の再配置を進めると

ともに、施設の状況を的確に把握し、機能停止等の未然防止と更新費用の平準化を図るため、

公共施設再編・長寿命化基本計画に基づき予防保全と長寿命化に取り組みます。 

○ こどもたちの安全性の確保や教育環境等の充実のため、学校及び保育所の再編を進めます。 

○ 計画的な消防団施設の整備により長寿命化を図るとともに地域消防力の強化を図ります。 
 

③：効率的資産運営 

○ 指定管理者制度の導入など、民間事業者の活用による効果的な施設の管理運営方法を検討し

ます。 

○ 既存施設の転用や再配置、未利用地や空きスペースの貸付・売却など積極的な有効活用を推

進します。 
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施策 35 進行管理マネジメント 

 

 

 

 

 

 

この施策の目指す姿 
 旭市行政改革アクションプランに基づく適切な歳入の確保や経費節減を進め、持続可能な

行政運営を図るため、各取組に係る目標数値等を設定し、着実な実行に向けて進行管理を行

います。 

 

 施策の展開    取組項目全般の目標効果等の設定 
 

①：安定した歳入の確保  アクションプラン取組項目№２２～№２５ 

○ 市債権の収納率の維持・向上 【目標率：９６．４９％以上】 

市債権の収納率を、推進期間中に目標率以上に向上し、維持させます。 

○ 市債権の収入未済額の縮減  【目標額：４億７，０２５万円以内】 

市債権の滞納整理等により、収入未済額の縮減を図ります。 

○ その他自主財源の拡大  【確保目標額：３１億円】 

資産の有益処分、ふるさと応援寄附の推進等により、自主財源の確保に努めます。 
 

②：経費の節減・合理化  アクションプラン取組項目№４,№２９,№３５～№４１ 

○ 一般行政経費の抑制 【効果額：２億円】  

財政シミュレーションを踏まえ、徹底した経費の節減合理化や事務事業の整理・統合等によ

り、経費を抑制します。 

公共施設の計画的整備や廃止等による維持管理費の削減を推進します。 
 

③：財政指標等の目標値  アクションプラン取組項目№２７,№２８ 

○ 経常収支比率   【92.2％以内】（R5全国平均 93.1％） 

市債権の自主財源確保に向けた取り組みのさらなる強化や、効率的かつ効果的な事業執行に

よる歳出全般の適正化に努めます。 

○ 実質公債費比率   【10.0％以内】（R5全国平均 5.6％） 

交付税措置の有利な起債の活用や借り入れ条件の見直しによる償還利子の抑制を図り、実質

的な市の公債費負担の縮減に努めます。 
 



12 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(参考) 財政シミュレーション 
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アクションプラン取組項目 

施策32 人と組織の育成戦略 

1効率的・効果的な行政経営 

（1）市民サービスの向上 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

1 

窓口業務におけるキャッシュレス決

済の導入 使用料や手数料などの窓

口での支払いについて、

キャッシュレス決済の導

入を進めます。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課  

 

   

関係課 市民生活課・税務課ほか 
目標 

効果 
市民サービスの向上 

2 

汎用型電子申請サービスの導入 
市民向け及び庁内向けに

幅広く利用可能な汎用型

の電子申請サービスを導

入することで「書かない」

「行かない」窓口の実現を

図るとともに、職員の業務

量の縮減を図ります。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 

 

 

関係課 全課 
目標 

効果 
市民サービスの向上・業務の効率化 

3 

トレーニング施設の管理適正化 健康づくり・生活習慣病

の予防等設置目的に適し

た機器の選定や運動プロ

グラムを作成し、利用促

進を図ります。 

計画 

     

所管課 健康づくり課 
 

    

関係課  目標 

効果 
市民サービスの向上 

 

 

 

（2）行政事務の見直しと効率化 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

4 

行政評価制度の適正な運用 行政評価により各事務事

業について的確に把握・

分析し、総合戦略の進捗

管理や予算編成に活用し

ます。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
実施 

関係課 企画政策課・財政課 
目標 

効果 

チェック機能の強化・市民目線に合った行政

経営 

5 

文書の適正管理 
適正な文書処理のための 

管理体制の確立や、今後

の電子原本化を見据えた 

システム構築・電子決裁・

公文書開示のあり方を検

討します。 

計画 

 

    

所管課 総務課  

関係課  目標 

効果 
業務の効率化 

6 

施設開催講座等の運営の一元化 社会教育施設等で開催さ

れている講座・教室につ

いて企画運営の一元化を

継続し、より効果的な運

営を行います。 

計画  

      

所管課 生涯学習課 

 

関係課  目標 

効果 
市民サービスの向上・業務の効率化 

7 

補助金・交付金等の効果的な活用 
各種団体等への補助金・

交付金等について制度の

運用や補助の効果を検証

し、見直しを行います。 

計画 

     

所管課 財政課・行政改革推進課 
実施 

関係課 団体等所管課 
目標 

効果 
行政事務の見直し 

実施 

検討・実施 

実施 
検討 
協議 

実施 

検討・見直し 

実施 

実施 

実施 
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№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

8 

入札・契約制度の継続的な見直しの 

推進 
社会の多様な要求に応え

られるよう、透明性・競争

性及び公平性を考慮しな

がら入札・契約制度につ

き見直しを進めます。 

計画 

     

所管課 財政課 
 

    

関係課  
目標 

効果 

公正な競争入札による経費の低減・業務の効

率化 

9 

情報システムの標準化・共通化 
住民記録、税、福祉など20

の基幹系業務について国

の定める標準仕様書に準

拠した情報システムへの

移行を行い、関連する業

務についても業務改善を

行います。 

計画 

     

所管課 
企画政策課 

行政改革推進課 

 

関係課 全課 
目標 

効果 

業務の効率化 

10 

AI-OCR
※
及びRPA

※
の活用 

入力業務をAI-OCRにより

データ化し、職員の業務

負担の削減と市民サービ

スの向上を図ります。ま

た、デジタル技術のさら

なる活用を図るため、RPA

の導入を検討します。 

計画 

 

 

 

 

 

所管課 行政改革推進課 

 

 
 

関係課 全課 
目標 

効果 
業務の効率化 

11 

生成 AI を用いた業務改革手法の検

証・導入 
生成AI等を用いた技術を

業務に利用することによ

る業務効率化や負担軽減

等の効果を検証し、導入

を検討します。 

計画 

  

   

所管課 行政改革推進課 

 

関係課 全課 
目標 

効果 
業務の効率化 

12 

庁内会議等の最適化 業務の効率化を図り、職

場全体の生産性を高める

ため、庁内会議等の効率

的な運営に関するルール

を策定し、実施します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
導入 実施 

関係課 全課 
目標 

効果 
業務の効率化 

 

 

（3）組織体制の強化 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

13 

組織の再編 市民にとってわかりやす

く利便性の高い市役所の

実現及び効率的・効果的

な行政運営のため、組織

の見直しを図ります。 

計画 

     

所管課 総務課   検討・実施 

関係課 行政改革推進課 
目標 

効果 

組織のスリム化による効率的な行政運営と経費

削減 

14 

LGWAN-ASP
※
型チャットサービスの

導入 

平時だけでなく、災害時

の現場対応においても円

滑に情報共有を行い、業

務の継続性を確保できる

よう、セキュリティの高

い LGWAN 接続によるチャ

ットサービスの導入を検

討します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
計画 

策定 

実施 

関係課 全課 
目標 

効果 
業務の効率化 

 

 

 

 

 

検討・実施 

移行作
業完了 

運用 

活用 
調査 

導入 

実施 

実施 検討 

実証 
導入 

利用促進 

見直し 活用 

事例 
調査 

実証 
実験 

導入検討 

運用 

ルール 
策定 

導入 
運用 

見直し・推進 
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2 適正な定員管理と人材育成の推進 

（1）適正な定員管理 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

15 

定員管理基本方針の着実な実行 

方針に基づき効率的な職

員配置を行い、適正な職

員数の管理に努めます。 

計画 

評価・検討・改善 

所管課 総務課 
実施 

関係課  目標 

効果 
適正な職員数の管理 

16 

消防団組織の再編成 人口減等で消防団員のな

り手不足が深刻化してき

ていることから、地域の

実情に合った消防団組織

の再編成を進めます。 

計画 
 

所管課 消防本部 
目標 

効果 

（組織数）

47部 
   31部 

関係課  （団員定数）

769名 
   550名 

 

 

（2）人材育成の推進 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

17 

人事考課制度の適正な運用 人事考課により職員の能

力・実績を的確に把握し、

任用・給与等の人事管理

や人材育成に活用しま

す。 

計画 

検討・見直し 

所管課 総務課 
実施 

関係課  目標 

効果 

職員の意識改革・能力や資質の向上・組織の

活性化と効率化 

18 

職員の人材確保と育成 
意欲と能力のある人材を

確保し適切に育成してい

くことで、公務能率の維

持・向上を図ります。 

計画 

     

所管課 総務課 
実施 

関係課  目標 

効果 
職員の能力や資質の向上・組織の活性化と効率化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・検討・改善 

実施 

検討・見直し 

実施 

実施 

組織数・団員定数最終目標値 

検討 
調査 

計画策定 周知・実施 
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3 市民に開かれた行政運営の推進 

（1）市民参画の推進 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

19 

市民ニーズの把握と利活用 
市民アンケート・地域意

見交換会・パブリックコ

メント・市長への手紙制

度による意見や要望をデ

ータベース化し情報共有

化を進め、各種行政サー

ビスに活用します。 

計画 

     

所管課 秘書広報課 
実施 

関係課 企画政策課 
目標 

効果 
効果的な施策の展開・市民サービスの向上 

 

 

（2）市政情報の積極的な提供 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

20 

市の重要施策及び実施事業の公表 
市の重要施策及び実施事

業について、広報紙やホ

ームページ等による積極

的な公表に努めます。 

計画 

評価・検討・改善 

所管課 秘書広報課 
実施 

関係課 企画政策課 
目標 

効果 
わかりやすい市政運営 

21 

行政改革アクションプランの公表 
絶えず点検を行い、その

進捗状況について積極的

に市民に公表していきま

す。 

計画 
実施 

所管課 行政改革推進課 
目標 

効果 

概ね順調以上 

関係課  90％ 

以上 

91％ 

以上 

92％ 

以上 

93％ 

以上 

94％ 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価・検討・改善 

実施 

実施 

実施 
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施策33 自立のための財政戦略 

1自主財源の確保 

（1）市債権の収入の確保 

№ 
取組 

項目 
内容 所管課 債権名  R7 R8 R9 R10 R11 

22 

市
債
権
の
収
納
率
の
維
持

・
向
上
と
滞
納
額
縮 

自主財源の安定的な確保や、市

民負担の公平性・公正性の見地

から、毎年度目標を設定し、滞

納処分や裁判所を通じた支払督

促などの法的措置の強化、納税

環境の整備等に取り組むことに

より、収納率の維持・向上と滞

納額の縮減を目指します。 

税 
 

務 
 

課 

市

税 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分   

 

 98.90％ 

滞繰分     13,953

万円 

国

保

税 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分     95.72％ 

滞繰分  
   11,840

万円 

保
険
年
金
課 

後
期
高
齢
者
医
療
保
険
料 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分     99.56％ 

滞繰分  
 

  
112 

万円 

子
育
て
支
援
課 

保 

育 

料 
 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分     99.75％ 

滞繰分  
 

  57万円 

高
齢
者
福
祉
課 

介
護
保
険
料 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分     99.09％ 

滞繰分  
 

  
965 

万円 

都
市
整
備
課 

市
営
住
宅
使
用
料 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分     99.00％ 

滞繰分  
 

  
249 

万円 

 

 

 

実施 

実施 

維持・向上  

維持・向上  

実施 

維持・向上  

実施 

維持・向上  

維持・向上  

維持・向上  

実施 

実施 
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№ 
取組 

項目 
内容 所管課 債権名  R7 R8 R9 R10 R11 

22 

市
債
権
の
収
納
率
の
維
持

・
向
上
と
滞
納
額
縮
減 

自主財源の安定的な確保や、市

民負担の公平性・公正性の見地

から、毎年度目標を設定し、滞

納処分や裁判所を通じた支払督

促などの法的措置の強化、納税

環境の整備等に取り組むことに

より、収納率の維持・向上と滞

納額の縮減を目指します。 

上
下
水
道
課 

水
道
料
金 

計画 
実施 

目標 

効果 

現年分・滞納繰越分収納率の維持・向上 

現年分・滞納繰越分収入未済額の縮減 

現・滞 
合計 

 
 

  
98.41％ 

    

公
共
下
水
道
使
用
料 

計画 
実施 

目標 
効果 

現年分・滞納繰越分収納率の維持・向上 

現年分・滞納繰越分収入未済額の縮減 

現・滞 
合計 

 
 

  

99.26％ 
    

農
業
集
落
排
水
処
理
施
設
使
用
料 

計画 
実施 

目標 
効果 

現年分・滞納繰越分収納率の維持・向上 

現年分・滞納繰越分収入未済額の縮減 

現・滞 
合計 

 
 

  

98.49％ 
    

公
共
下
水
道
受
益
者
負
担
金 

計画 
実施 

目標 
効果 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

滞繰分 

 
 

  

25万円 
    

教
育
総
務
課 

 

学
校
給
食
費 

計画 

 

目標 
効果 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

滞繰分 

 

 

  

0 万円 
    

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
受
託
料 

計画 
実施 

目標 
効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分  
 

  100％ 

滞繰分     0 万円 

行
政
改
革
推
進
課 

土
地
貸
付
料 

計画 
実施 

目標 
効果 

現年分収納率の維持・向上 

滞納繰越分収入未済額の縮減 

現年分  
 

  96.49％ 

滞繰分     21万円 

実施 

実施 

実施 

実施 

縮 減  

実施 

実施 

維持・向上  

維持・向上  

維持・向上  

維持・向上  

維持・向上  

実施 

縮 減  
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（2）自主財源の拡大 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

23 

基金の計画的な運用 
将来に備え積み立てた基

金を計画的に、また安全

かつ確実・有利な方法で

運用します。 

計画 

     

所管課 会計課 
基金運用 

関係課  目標 

効果 
自主財源の確保 

24 

ふるさと応援寄附の推進 
貴重な財源のひとつとし

て、制度の周知及び魅力

的な返戻品の創出に取り

組みます。 

計画 

     

所管課 企画政策課 寄附受納額 

関係課  目標 

効果 

50,000

万円 

55,000

万円 

60,000

万円 

65,000

万円 

70,000

万円 

25 

資産の有効活用と有益処分 
機能統合により発生した

未利用地や施設等は売

却・貸し付けなどの民間

活用を促し、その収益を

公共施設の更新に充当し

ます。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 土地売却件数 

関係課  目標 

効果 
2件 2件 2件 2件 2件 

 

 

2 受益者負担の適正化 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

26 

使用料・手数料の見直し 

使用料等について継続的

な見直しを行います。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課・財政課 
実施 

関係課  目標 

効果 
受益者負担の適正化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基金運用 

実施 

実施 

実施 
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3 持続可能な財政運営 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

27 

公債費負担の適正化 

財政指標の活用 

実質公債費比率 

計画 

     

所管課 財政課 
実施 

関係課  目標 

効果 
目標10.0％以内 

28  

経常経費の抑制 

財政指標の活用 

経常収支比率 

計画 

     

所管課 財政課 
実施 

関係課  目標 

効果 
目標92.2％以内 

29 

公用車の適正な管理 

公用車の集中管理による

保有台数の最適化と適正

な維持管理を行います。 

計画 

  

 

  

所管課 行政改革推進課 
実施 

関係課  目標 

効果 
 削減 

1台 

削減 

1台 

削減 

1台 
 

30 

基礎的財政収支（プライマリー 

バランス
※
）の健全化 基礎的財政収支(プライ

マリーバランス)のプラ

ス（黒字）を維持し、財政

の健全化を図ります。 

計画 

 

 
   

所管課 財政課 

 

関係課  目標 

効果 
財政の健全化 

 

 

4 公営企業会計及び特別会計の健全運営 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

31 

国民健康保険財政健全化の推進 
健診等の実施により一人

当たりの医療費を抑制

し、医療費の適正化を推

進します。 

計画 

 

 

 

 

 

所管課 保険年金課 
実施 

関係課 税務課・健康づくり課 
目標 

効果 
事業の健全運営 

32 

水道事業経営戦略の推進 
持続的・安定的なサービ

スの提供のため、経営戦

略に基づき経営基盤の強

化に努めます。 

計画 

     

所管課 上下水道課 
 

    

関係課  
目標 

効果 
経営の効率化 

33 

公共下水道事業経営戦略の推進 
持続的・安定的なサービ

スの提供のため、経営戦

略に基づき経営基盤の強

化に努めます。 

計画 

    

 

所管課 上下水道課 
実施 

関係課  目標 

効果 
経営の効率化 

34 

農業集落排水事業経営戦略の推進 
持続的・安定的なサービ

スの提供のため、経営戦

略に基づき経営基盤の強

化に努めます。 

計画 

     

所管課 上下水道課 
 

関係課  
目標 

効果 
経営の効率化 

 

車両点検・整備の徹底 

中間 
評価 

実施 

実施 

実施 

実施 

最終評
価実施 

実施 

実施 

計画 
見直し 

実施 

計画 
見直し 

計画 
見直し 

実施 
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施策34 資産マネジメント戦略 

1推進体制の強化 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

35 

公共施設等総合管理計画の推進 公共施設等総合管理計画

及び個別施設計画によ

り、保有する全ての公共

施設の長期的な整備・適

正な管理を着実に実行し

ます。 

計画 

   

 

改定 

所管課 行政改革推進課 
進捗管理 

関係課 施設所管課 
目標 

効果 
資産コストの削減 

36 

資産マネジメント体制の強化 
ファシリティマネジメン

トの効果をより高めるた

め、公共施設等管理統括

会議及び公共施設等総合

管理計画推進連絡会議を

活用した全庁的取組を推

進します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
全体会議の開催 

関係課 総務課 
目標 

効果 
推進体制の強化 

 

 

2 保有資産の最適化 

（1）施設総量の最適化と施設機能の再配置 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

37 

施設総量・配置の最適化 
公共施設再編・長寿命化

基本計画に基づき既存施

設の効率性を高め、施設

総量を将来に渡って保持

可能な量まで削減しま

す。旧行政区域にとらわ

れない効率的な施設再配

置を検討します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
施設再編の推進 

関係課 施設所管課 
目標 

効果 
保有資産の最適化 

38 

保育所の再編 

保育所の適正な規模・配

置を検討し、施設全体の

再編を進めます。 

計画 

     

所管課 子育て支援課 
検討・実施 

関係課  目標 

効果 
適正な保育所運営と保育環境の充実 

39 

学校の再編 

学校の適正な規模・配置

を検討し、施設全体の再

編を進めます。 

計画 

     

所管課 教育総務課 
検討・実施 

関係課  目標 

効果 
教育環境の充実 

 

 

 

 

 

 

 

 

改定 
準備 

進捗管理・補正 

全体会議の開催 

再編・長寿命化計画の推進 

検討・実施 

検討・実施 
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（2）予防保全と長寿命化の推進 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

40 

予防保全・施設長寿命化の推進 
事後保全から予防保全へ

の転換、維持管理コスト

低減に向け長寿命・高効

率設備等の採用、投資的

経費平準化のための長寿

命化を推進します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
実施 

関係課 施設所管課 
目標 

効果 
施設維持補修に係るトータルコスト縮減 

41 

消防団施設の計画的整備 
計画的に消防車両及び消

防庫の整備を実施すると

ともに、消防庫の長寿命

化を推進します。 

計画 

     

所管課 消防本部 
実施 

関係課  目標 

効果 
組織の強化 

 

 

3 効率的資産運営 

（1）施設運営方法の見直し 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

42 

公共施設における管理・運営方法の 

見直し 
市民サービスの向上及び

コスト削減が適切に図れ

ているか検証し、指定管

理の導入など、効果的な

管理・運営方法を検討し

ます。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 選定 
協議実施 

関係課 施設所管課 
目標 

効果 
市民サービスの向上・効率的管理 

43 

文化財の活用 大原幽学遺跡公園の整備

計画を策定・推進します。

その他文化財については

効果的な公開活用方法を

検討します。 

計画 

施設 

改修 

 

   

所管課 生涯学習課   実施 

関係課  目標 

効果 

文化財保存活用法の明確化 

観光資源としての活用 

 

 

（2）資産の有効活用 

№ 取組項目 内容  R7 R8 R9 R10 R11 

24 

資産の有効活用と有益処分 

< 再掲 > 

機能統合により発生した

未利用地や施設は売却・

貸し付けなどの民間活用

を促し、その収益を公共

施設の更新に充当しま

す。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 土地売却件数 

関係課  目標 

効果 
2件 2件 2件 2件 2件 

44 

公共施設等整備基金の運用 
公共施設の再編を実施す

るため、資産の売却益を

基金へ積み立て、円滑な

事業実施を推進します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
5,000

万円 

5,000

万円 

5,000

万円 

5,000

万円 

5,000

万円 

関係課 財政課 
目標 

効果 
R11年度基金残高目標額 30億円 

45  

自動販売機等設置の公募化 
市有施設に設置する自動

販売機等の設置事業者の

選定について、公募方式

へ変更します。 

計画 

     

所管課 行政改革推進課 
実施 

関係課 施設所管課 
目標 

効果 
資産の有効活用・自主財源の確保 

積立・運用 

実施 

実施 

実施 

実施 

実施 

調査・検討 

検討 

実施 


